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フリーランス・事業者間取引適正化等法の目的・概要

○ 特定業務委託事業者の義務
① 取引条件の明示 ※１
② 期日における報酬の支払
（原則受領日から60日以内のできる限り短い期間内）

※１ 従業員を使用していない事業者が特定受託事業者に
対し業務委託を行うときについても同様

○ 特定業務委託事業者の禁止行為 ※２
① 受領拒否 ⑤ 購入・利用強制
② 報酬の減額 ⑥ 不当な経済上の利益の提供要請
③ 返品 ⑦ 不当な給付内容の変更、やり直し
④ 買いたたき

※２ １か月以上の業務委託である場合

○ 特定業務委託事業者の義務

① 募集情報の的確表示

② 育児介護等と業務の両立に対する配慮 ※

③ ハラスメント対策に関する体制整備

④ 中途解除等の事前予告、理由開示 ※

※ 6か月以上の業務委託である場合

○ 違反した場合等の対応
公正取引委員会、中小企業庁長官又は厚生労働大臣は、特定業務委託事業者等に対し、違反行為について
報告徴収・立入検査、指導・助言、勧告、命令、公表をすることができる

※ 勧告及び命令は、公正取引委員会又は厚生労働大臣のみがすることができる

就業環境の整備

「特定業務委託事業者」

：組織（従業員を使用する）
※「従業員」には短時間・短期間等の

一時的に雇用される者は含まない

「特定受託事業者」

：個人（従業員を使用しない）
業務委託

取引の適正化

働き方の多様化が進展する中で、個人として業務を受託する事業者（フリーランス）が安定的に業務に従事する環境を整備するため、
フリーランスに係る取引の適正化と就業環境の整備を図る

目的

概 要
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公正取引委員会におけるこれまでの取組及び法施行後の状況

・ フリーランス取引適正化室の設置

・ 関係政令等の整備・ガイドラインの策定等

・ 法施行前の状況調査（10月公表）

・ 相談対応 ５，０１８件（年間）

・ 周知広報

施行準備期間 施行後（～令和７年３月）11
月
1
日

施
行

・ 申出件数 ９２件

・ 新規着手件数 １３７件

・ 処理件数（うち指導件数） ９６件（５４件）

うち45件の指導概要を公表

令和６年度運用状況
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株式会社小学館／株式会社光文社に対する勧告（概要）

１ 業務委託の内容
月刊誌等に関する原稿、写真データ、イラスト等の作成、ヘアメイクの実施等

３ 違反行為の概要
㈱小学館は、特定受託事業者１９１名に対し、
㈱光文社は、特定受託事業者３１名に対し、
１ 業務委託をした際、直ちに、取引条件を明示しなかった。
２ 報酬の支払期日までに報酬を支払わなかった。

勧告の概要
特定受託事業者に係る取引の適正化を図るため、
①取締役会の決議
（今後、取引条件を明示すること、支払期日までに報酬を支払うこと等を確認）
②特定受託事業者との取引について、取引条件の明示及び期日までの報酬の支払の観点から
問題が生じていなかったのかを調査し、問題が認められた場合には必要な措置を講ずる
③研修を行うなど、社内体制を整備

２ 特定受託事業者
フリーのライター、カメラマン等
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１ 業務委託の内容
音楽教室のレッスン、入会前の体験レッスンの実施、
発表会や音楽イベントでの演奏等

３ 違反行為の概要
・ 特定受託事業者９７名に対し、業務委託をした際、直ちに、取引の条件を明示しなかった。
・ 特定受託事業者８６名に対し、報酬の支払期日までに報酬を支払わなかった。
・ 特定受託事業者１１名に対し、無償で体験レッスンを行わせたことにより、特定受託事業者
の利益を不当に害していた。

勧告の概要
特定受託事業者に係る取引の適正化を図るため、

①体験レッスンの対価に相当する額を、公正取引委員会の確認を得た上で、速やかに支払う

②取締役会の決議（今後、取引条件を明示すること、支払期日までに報酬を支払うこと等を確認）

③特定受託事業者との取引について、取引条件の明示、期日までの報酬の支払及び不当な経済上の
利益の提供要請の禁止の観点から問題が生じていなかったのかを調査し、問題が認められた場合に
は必要な措置を講ずる

④研修を行うなど、社内体制を整備 など

島村楽器株式会社に対する勧告（概要）

２ 特定受託事業者
音楽教室の講師等
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フリーランス法 法執行と広報の連動例
１ 指導公表の１週間後から、指導事例
の解説動画をX,Facebookに投稿

２ 勧告の公表と同時に、
注意喚起のためのフライヤーを公開

出版業界に対し、
本法の対象となる
ことを自覚してもら
い、対応を促した。

同様の違反行為
に対する注意喚起

X及びFacebookに４回にわたり投稿。
まとめ版を、YouTube公正取引委員会
チャンネルで配信。
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フリーランス法 各種資料・広報コンテンツ
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１ 各種資料

２ 特設サイト ３ YouTube動画

（↑特設サイトトップ画像）

URL：https://www.jftc.go.jp/fllaw_limited.html

・ポイント解説動画

・法律の概要

・理解度診断

・あるあるチェック

など

【説明資料】 【パンフレット】 【Ｑ＆Ａ】

URL：https://www.jftc.go.jp/freelancelaw_2025/index.html
YouTube公正取引委員会チャンネル
「フリーランス法NAVI」


